「障害者自立支援法案」に関する意見書

　障害者福祉制度の「一元化」といって身体・知的・精神の給付を一本化するという「障害者自立支援法案」が通常国会に提出されます。

　法案には、これまでの所得に応じた「応能負担」から、サービス利用の際１割負担を求める「応益負担」が盛り込まれ、制度を根本から変えるものとなっています。影響が大きく、障害者から不安の声があがっており、関係者に衝撃を与えています。

　特に、福祉サービスを利用する障害者に１割負担を求めるのは、障害者にとって重大問題です。

　今までの支援費制度のもとで自己負担は、所得に応じた負担になっていたため、ホームヘルプサービス（訪問介護）では、住民税非課税の方までは無料で、実際には９５％の人は、費用負担なしにサービスを受けることができました。自宅から通って利用する通所施設についても同じく９５％の人は負担なしで、厚労省は、現行制度は実質１％負担と説明しています。

　５年前の福祉事業法「改正」の国会審議では、自分でサービスを選択できる、利用者本位の社会福祉制度を確立する、公的な責任が後退するようなことがあってはならない、こう述べて負担は、所得水準に応じた「応能応益」という考え方で支援費制度を始めました。

　今回の「法案」は、「応益負担」ということで、利用するサービス量が増えれば増えるほど自己負担が高くなっていくものです。

　障害年金受給者の９割が障害基礎年金しか受け取っておらず、受給者の月額平均は７６，３００円です。障害１級でも８２，７５８円で、生活保護水準を下回るような障害基礎年金なのに、物価スライドで逆にこの５年間でいうと年金額が下がっているわけです。所得保障を後退させたうえでの負担増は容認することができません。

　そもそも、障害者にとっては、障害が重いほど必要なサービスが増えるものです。「応益負担」は、障害が重ければ重いほど自己負担の傷みを強くしていく仕組みです。個人の力や責任を超えた困難な状況に置かれた障害者に対して「所得に負担」から「応益負担」への転換は、到底容認できないものです。

　よって、政府においては、現行どおり「所得に応じた負担」「応能負担」の原則を堅持すること、「障害者自立支援法案」の取り扱いについては、当該関係者の意見聴衆を十分に行い慎重な対応を強く求めるものです。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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